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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力信号に対して第１位相制御信号により示される量の位相遅延と、第１振幅制御信号
により示される比の減衰とを与えることにより調整信号を生成する第１調整器と、
　前記第１調整器によって生成された調整信号に対して、増幅された場合に生じる非線形
歪み成分を低減するための所定の補償信号を加えることにより歪み信号を生成する歪補償
回路と、
　前記歪み信号を増幅して増幅出力信号を出力する被補償増幅器と、
　前記入力信号と前記増幅出力信号とを比較して両者の位相差及び振幅比を検出する比較
回路と、
　前記第１位相制御信号及び前記第１振幅制御信号を、前記検出された位相差及び振幅比
がそれぞれ所定値に維持されるように変化させて前記第１調整器へ出力する調整回路とを
備え、
　前記歪補償回路は、前記調整信号を主信号と副信号とに分配する第１分配合成器と、
　前記副信号を圧縮する信号波形圧縮回路と、
　前記圧縮された信号の位相及び振幅を、予め定められた位相遅延量と減衰比に、それぞ
れ変更する第２調整器と、
　前記位相と振幅とが変更された信号を増幅して補償信号を生成する増幅器と、
　前記主信号に前記補償信号を加えることにより前記歪み信号を生成する第２分配合成器
とを含み、
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　前記第１及び第２分配合成器は何れも方向性結合器であり、
　前記第２分配合成器は、前記第２分配合成器における前記主信号の入力端へ前記補償信
号を伝送せず、
　前記第１分配合成器は、前記第１分配合成器における前記主信号の出力端に加えられた
信号を前記副信号の出力端へ伝送しないこと
　を特徴とすることを特徴とする増幅回路。
【請求項２】
　前記第２分配合成器は、前記入力信号の基本波、２倍波及び３倍波の何れかの周波数を
上限とする応答周波数帯域を有すること
　を特徴とする請求項１に記載の増幅回路。
【請求項３】
　請求項１または請求項２の何れかに記載の複数の増幅回路が、縦続接続され、又は並列
接続され、若しくは一部が並列接続されかつ一部が縦続接続されてなる増幅システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、非線形歪みを補償する前置歪補償型増幅回路に関し、特に、この種の増幅回路
の周波数特性改善技術及び低雑音化技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、一般的な無線通信装置において送信信号を送出レベルにまで増幅するためにパワー
アンプが用いられる。当該パワーアンプを含むどのようなアンプにおいても、出力信号の
レベルが飽和する特性領域（いわゆる非線形領域）において入力信号を増幅すると、非線
形歪みが発生する。
【０００３】
線形変調方式を用いて変調された信号に対してこの非線形歪みが発生すると、当該信号の
振幅成分及び位相成分が歪むことにより、変調精度の劣化、及びスペクトルの拡大が生じ
る。変調精度の劣化はビットエラー率を増加させ、またスペクトルの拡大は隣接チャネル
への漏洩電力を増加させ、何れも通信品質を劣化させる。
【０００４】
また、異なる周波数の複数のキャリア信号を多重して得られるマルチキャリア信号に対し
て非線形歪みが発生すると、各キャリア信号の歪み成分どうしが干渉することになり、そ
の結果、キャリア信号自身の周波数帯域において相互変調歪みが発生する。
非線形歪みに起因してキャリア信号自身の周波数帯域に発生するこの相互変調歪みは、フ
ィルタ等を用いて除去できないため、適正な通信品質を維持する上で極めて有害である。
【０００５】
非線形歪みは、例えば、過剰な飽和出力を有するパワーアンプを、大きなバックオフを取
って良好な線形性を有する特性領域のみで使えば抑制できるが、この方法では、過剰に高
価なパワーアンプを用いる必要があり、また電力効率も悪いため、無線通信装置の製造コ
スト及び運用コストを低減する上で好ましくない。そこで、従来、パワーアンプを非線形
領域まで使い、かつ非線形歪みを抑制する一方法として、プリディストーション回路（前
置歪補償回路とも言う）が用いられる。
【０００６】
プリディストーション回路とは、入力信号に対し、前記入力信号の高調波に所定の位相及
びレベル変動を与えて得られる補償信号を加えることにより、歪み信号を生成する回路で
あり、前記位相及びレベル変動は、被補償パワーアンプの非線形特性を補償するように与
えられる。生成された前記歪み信号を前記被補償パワーアンプで増幅した場合、前記入力
信号そのものを増幅した場合に比べて、増幅された出力信号中の非線形歪み成分が低減さ
れる。
【０００７】
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非線形歪み成分が低減される作用原理については、例えば、文献「HIGH-LINEARITY RF AM
PLIFIER DESIGN」PETER B.KENINGTON著、Artech House Publishers刊に詳細に述べられて
いるので、ここでは説明を省略する。
図９に、論文「EVEN-ORDER PRE-DISTORTIONによる高出力増幅器歪低減の提案」堀川浩二
他著、1996年電子情報通信学会通信ソサイエティ大会B-230に示されているプリディスト
ーション回路を備える増幅回路８００を示す。以降、この種の増幅回路を、前置歪補償型
増幅回路、又は単に増幅回路と称する。
【０００８】
増幅回路８００は、分配器８０２、振幅変調器８０６、及びローパスフィルタ８０７を含
む主信号経路と、偶数乗積生成器８０３、ハイパスフィルタ８０４、及び位相器・可変減
衰器８０５を含む補償信号発生経路と、被補償パワーアンプ８０８とからなる。
分配器８０２は、入力端子８０１に与えられた入力信号を前記主信号経路及び前記補償信
号発生経路に分配する。
【０００９】
偶数乗積生成器８０３は、前記補償信号発生経路に分配された信号から、前記入力信号の
偶数乗積信号を発生する。ハイパスフィルタ８０４は、前記入力信号の周波数帯域を阻止
し、偶数乗積生成器８０３の出力信号から前記入力信号の偶数次高調波を抽出する。位相
器・可変減衰器８０５は、前記偶数次高調波の位相及び振幅を調整して出力する。
【００１０】
振幅変調器８０６は、例えばデュアルゲートＦＥＴにより実現され、前記主信号経路に分
配された信号を、位相器・可変減衰器８０５からの出力信号によって振幅変調する。ロー
パスフィルタ８０７は、前記目的信号の３倍波以上の周波数帯域を阻止し、前記振幅変調
された信号から、目的信号及び目的信号の２倍波のみを含む歪み信号を抽出し、出力する
。
【００１１】
前記歪み信号は、被補償パワーアンプ８０８により増幅される。被補償パワーアンプ８０
８が有する非線形特性に応じて前記２倍波の位相・振幅を調整することにより、前記被補
償パワーアンプからの出力信号中に生じる歪み成分が低減される。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記従来技術の増幅回路は、被補償パワーアンプの周波数特性を改善しな
いという第１の問題がある。より詳しく述べれば、前記被補償パワーアンプを含む一般の
アンプにおける入出力信号間の位相遅延量及び利得は、それぞれ信号周波数に応じて異な
るが、前記増幅回路は被補償パワーアンプのこのような特性を改善しない。
【００１３】
このため、複数のアンテナ毎に送受信信号の位相と振幅とを適切な量変化させることによ
って、所望移動局方向へのアンテナ指向性を形成するアダプティブアレイ装置において、
従来技術の増幅回路によって送受信信号を増幅した場合、通信帯域内の異なる周波数の送
受信信号に対し異なる群遅延と利得が付加されることになり、通信帯域全域において高精
度にアンテナ指向性を形成することが困難になる。
【００１４】
また、通信帯域内の異なる周波数の送受信信号に対し異なる群遅延と利得が与えられるこ
とは、最近の１６ＱＡＭ(Quadrature Amplitude Modulation)等の多値デジタル変調を使
った広帯域、高速伝送のシステムに適用した場合に、変調精度を著しく劣化させる原因と
なり、通信品質への悪影響が大きい。
また、前記増幅回路を用いてマルチキャリア信号を増幅する場合、異なる周波数のキャリ
ア信号間で送信電力が一定にならないため、全てのキャリア信号について一定の通信品質
を維持することが困難になる。
【００１５】
この他に、従来技術の増幅回路では、前記主信号経路上に設けられ能動素子により実現さ
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れる振幅変調器８０６により、入力信号中の雑音成分も増幅されるため、被補償パワーア
ンプに対する入力雑音指数に与える悪影響が大きく、前記増幅回路の総合的な低雑音化が
困難であるという第２の問題もある。
また、無線送信装置に代表される、増幅器を多段接続することにより所望の出力電力を得
る増幅システムにおいて、大電力段への適用を考えたとき、前記振幅変調器８０６には前
段からの信号電力を通過させる性能が要求されるが、前記振幅変調器８０６を能動素子に
より実現した場合、通過させるべき電力に相応な高価な部品を使う必要があり、コスト面
での不利もある。
【００１６】
これらの問題に鑑み、本発明は、信号周波数によらず位相遅延量及び利得を一定量に維持
できる前置歪補償型増幅回路の提供を第１の目的とする。また、本発明は、被補償パワー
アンプに対する入力雑音指数に与える悪影響を低減し、もって、前記増幅回路の総合的な
低雑音化を実現すると共に、大電力段へ低コストで適用可能な前置歪補償型増幅回路の提
供を第２の目的とする。
【００１７】
【課題を解決するための手段】
（１）上記問題を解決するため、本発明の増幅回路は、入力信号に対して第１位相制御信
号により示される量の位相遅延と、第１振幅制御信号により示される比の減衰とを与える
ことにより調整信号を生成する第１調整器と、前記第１調整器によって生成された調整信
号に対して、増幅された場合に生じる非線形歪み成分を低減するための所定の補償信号を
加えることにより歪み信号を生成する歪補償回路と、前記歪み信号を増幅して増幅出力信
号を出力する被補償増幅器と、前記入力信号と前記増幅出力信号とを比較して両者の位相
差及び振幅比を検出する比較回路と、前記第１位相制御信号及び前記第１振幅制御信号を
、前記検出された位相差及び振幅比がそれぞれ所定値に維持されるように変化させて前記
第１調整器へ出力する調整回路とを備える。
（２）また、前記増幅回路において、前記歪補償回路は、前記調整信号を主信号と副信号
とに分配する第１分配合成器と、前記副信号を圧縮する信号波形圧縮回路と、前記圧縮さ
れた信号の位相及び振幅をそれぞれ変更する第２調整器と、前記位相と振幅とが変更され
た信号を増幅して補償信号を生成する増幅器と、前記主信号に前記補償信号を加えること
により前記歪み信号を生成する第２分配合成器とを備え、前記第１分配合成器及び第２分
配合成器は何れも受動素子であり、前記生成された補償信号は帰還入力されていない、即
ち、方向性結合器、アイソレータ等の方向性を有する素子によって当該帰還入力を阻止さ
れている、としてもよい。
（３）また、前記増幅回路において、前記歪補償回路は、さらに、前記被補償増幅器から
の出力信号の一部を帰還信号として取り出す第３分配合成器と、前記帰還信号に含まれる
前記第１信号の高調波成分のみを通過させ、補償誤差信号として出力するバンドパスフィ
ルタと、前記補償誤差信号の大きさに応じて第２位相制御信号及び第２振幅制御信号を生
成する制御回路とを備え、前記第２調整器は、前記第２位相制御信号及び前記第２振幅制
御信号に応じてそれぞれ位相及び振幅を変更し、前記制御回路は、前記補償誤差信号を減
少させるように、前記第２位相制御信号及び前記第２振幅制御信号を変化させてもよい。
【００１８】
【発明の実施の形態】
本発明の実施の形態における前置歪補償型増幅回路について、図面を参照しながら詳細に
説明する。
＜第１の実施の形態＞
第１の実施の形態における増幅回路は、プリディストーション回路を備えた増幅回路の一
種であり、当該増幅回路全体として位相遅延量及び利得を一定量に維持し、かつ出力信号
の低雑音化、及び大電力段へ低コストで適用可能となるように構成される。
＜全体構成＞
図１は、第１の実施の形態における増幅回路１０の全体構成を示すブロック図である。増
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幅回路１０は、方向性結合器１２、可変位相器１３、可変減衰器１４、増幅部１００、方
向性結合器１６、比較回路１７、及び調整回路１８から構成される。
【００１９】
方向性結合器１２は、入力信号の一部を入力比較信号として抽出し、残りを可変位相器１
３へ出力する。
可変位相器１３は、電圧制御可能な可変位相器であり、位相制御信号１８３の電圧が所定
の基準値よりも低い場合は、当該基準値からの差に比例して入力された信号の位相を遅ら
せ、逆に高い場合は、当該基準値からの差に比例して入力された信号の位相を進めて、可
変減衰器１４へ出力する。
【００２０】
可変減衰器１４は、電圧制御可能な可変減衰器であり、振幅制御信号１８４の電圧が所定
の基準値である場合、入力された信号を減衰させずに出力し、所定の基準値よりも低い場
合は、当該基準値からの差に比例した比で減衰させ、増幅部１００へ出力する。
増幅部１００は、プリディストーション回路と被補償パワーアンプとを含み、入力された
信号に、前記プリディストーション回路により所定の補償信号を加えることにより生成し
た歪み信号を、前記被補償パワーアンプにより増幅して出力する。増幅部１００の詳細に
ついては後述する。
【００２１】
方向性結合器１６は、増幅部１００からの増幅出力信号の一部を出力比較信号として抽出
し、残りを出力信号として出力する。
比較回路１７は、前記入力比較信号と出力比較信号とを比較することにより両者の位相差
及び振幅比を検出し、前記出力比較信号の前記入力比較信号に対する位相差に比例した電
圧信号である位相差信号１７３、及び同じく振幅比に比例した電圧信号である振幅比信号
１７４を、調整回路１８へ出力する。
【００２２】
比較回路１７は、内蔵するログアンプ（不図示）により前記入力比較信号と出力比較信号
とをそれぞれ対数変換した信号に対して前記比較を行うことにより、信号のダイナミック
レンジが広い場合にも安定した出力を行う。
このような比較回路１７は、ワンチップＩＣとして既に実現されており、一例として、ア
ナログデバイセス社のＡＤ８３０２といった品種が利用できる。
【００２３】
調整回路１８は、出力信号が入力信号に対して所望の位相遅延量を生じている場合に位相
差信号１７３が示す電圧である第１参照電圧を発生させる第１可変抵抗器（不図示）を備
え、当該第１参照電圧から位相差信号１７３の電圧を減じた電圧を位相制御信号１８３と
して発生させ、可変位相器１３へ出力する。
ここで、前記第１可変抵抗器は、所定の参照電圧を分圧することにより、前記第１参照電
圧を発生させる。前記所望の位相遅延量には、例えば、増幅部１００の位相遅延量の平均
値を用いればよい。
【００２４】
増幅部１００が発生する位相遅延量が当該所望の位相遅延量を上回った場合、出力比較信
号の位相が遅れ、位相差信号１７３の電圧が低下するから、位相制御信号１８３の電圧は
上昇し、可変位相器１３は入力信号の位相を進めるので、入力信号と出力信号との位相差
が当該所望の位相遅延量に保たれる。
増幅部１００が発生する位相遅延量が当該所望の位相遅延量を下回った場合は、その逆の
作用によって、入力信号と出力信号との位相差が当該所望の位相遅延量に保たれる。
【００２５】
調整回路１８は、出力信号が入力信号に対して所望の振幅比を生じている場合に振幅比信
号１７４が示す電圧である第２参照電圧を発生させる第２可変抵抗器（不図示）を備え、
当該第２参照電圧から振幅比信号１７４の電圧を減じた電圧を振幅制御信号１８４として
発生させ、可変減衰器１４へ出力する。
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ここで、前記第２可変抵抗器は、所定の参照電圧を分圧することにより、前記第２参照電
圧を発生させる。前記所望の振幅比には、例えば、増幅部１００の平均的な利得を用いれ
ばよい。
【００２６】
増幅部１００が発生する利得が当該平均的な利得を上回った場合、出力比較信号の振幅が
増大し、振幅比信号１７４の電圧が上昇するから、振幅制御信号１８４の電圧は低下し、
可変減衰器１４は入力信号の減衰量を増やすので、入力信号と出力信号との振幅比が当該
所望の振幅比に保たれる。
増幅部１００が発生する利得が当該平均的な利得を下回った場合は、その逆の作用によっ
て、入力信号と出力信号との振幅比が当該所望の振幅比に保たれる。
【００２７】
類似の制御動作は、従来の自動レベル調整器（ＡＬＣ回路：Automatic Level Control回
路）、及び位相ロックループ回路（ＰＬＬ回路：Phase Locked Loop回路）等において実
施されているが、特に増幅回路１０では、上記説明した制御動作を入力比較信号と出力比
較信号とを比較して行うので、入出力信号間の位相差及び振幅比は、増幅部１００の位相
遅延量及び利得が変動した場合であっても、それぞれが所望の位相遅延量及び所望の利得
にある場合の値に保たれる。
【００２８】
この制御により、増幅回路１０が入出力信号間に与える位相遅延量と利得とが信号周波数
に依らずそれぞれ一定値に保たれる。
増幅回路１０は、通信帯域内の何れの周波数の送受信信号に対しても一定の遅延と利得を
有するので、アダプティブアレイ装置に適用した場合には、通信帯域全域において高精度
にアンテナ指向性を形成することができる。また、多値デジタル変調を使った広帯域、高
速伝送のシステムに適用した場合には、変調精度の劣化を防ぎ、通信品質の悪化を緩和す
る。
【００２９】
また、増幅回路１０により、マルチキャリア信号を増幅した場合、前記マルチキャリア信
号に含まれる何れの周波数のキャリア信号も同一のレベルに増幅出力されるので、全ての
キャリア信号にわたって均一な通信品質が得られる。
＜増幅部１００の構成＞
図２は、第１の実施の形態における増幅部１００の構成を示すブロック図である。増幅部
１００は、プリディストーション回路を備えた増幅回路であり、従来の同種の増幅回路に
比べて低雑音化、並びに大電力段へ低コストで適用可能となるように構成される。
【００３０】
増幅部１００は、方向性結合器１０１、信号伝送路１０２、ローパスフィルタ１０３、ア
ンプ１０４、ローパスフィルタ１０５、信号波形圧縮回路１０６、可変位相器１１４、可
変減衰器１１５、アンプ１１２、方向性結合器１１６、及び被補償パワーアンプ１１７か
ら構成される。
信号波形圧縮回路１０６は、抵抗器１０７、及びダイオード１０８から構成される。
【００３１】
ここで、増幅部１００の構成要素のうち、方向性結合器１０１、信号伝送路１０２、及び
方向性結合器１１６を含む信号経路を主信号経路と呼び、ローパスフィルタ１０３からア
ンプ１１２までを含む信号経路を補償信号発生経路と称する。また、当該主信号経路と補
償信号発生経路とからなる回路部分を、歪補償回路と称する。
【００３２】
特に、主信号経路においては、信号伝送路１０２は方向性結合器１０１に直結され、また
方向性結合器１１６は信号伝送路１０２に直結されている。即ち、主信号経路は、方向性
結合器１０１、信号伝送路１０２、及び方向性結合器１１６以外の構成要素を含まない。
方向性結合器１０１は、入力信号を前記主信号経路及び補償信号発生経路に所定の比率で
分配する。当該入力信号は、請求項に言う調整信号に相当し、前記主信号経路及び補償信
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号発生経路に分配される信号は、請求項に言うそれぞれ主信号及び副信号に相当する。
【００３３】
前記補償信号発生経路は、方向性結合器１０１により分配された副信号から、当該副信号
の高調波を含む補償信号を生成する。
ローパスフィルタ１０３、アンプ１０４、及びローパスフィルタ１０５は、前記分配され
た信号を増幅し、かつ前記入力信号の周波数帯域に含まれる信号成分のみを、信号波形圧
縮回路１０６に供給する。信号波形圧縮回路１０６において抵抗器１０７により非線形動
作領域にバイアスされたダイオード１０８は、前記入力信号の波形を圧縮し、前記入力信
号の高調波を含む歪信号を出力する。可変位相器１１４、及び可変減衰器１１５は、前記
歪信号に所定の位相遅延量及び減衰比を与えて位相及び振幅を調整し、アンプ１１２は、
前記位相及び振幅を調整後の歪信号を増幅して、補償信号として出力する。
【００３４】
一方、方向性結合器１０１により前記主信号経路に分配された主信号は、信号伝送路１０
２により方向性結合器１１６へ伝送され、方向性結合器１１６は前記伝送された信号と前
記補償信号とを加算することにより混合し、出力信号として出力する。当該出力信号は、
請求項に言う歪み信号に相当する。
次に、増幅部１００の動作について説明する。
【００３５】
図３（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）は、信号波形圧縮回路１０６の動作原理を説明するための
図である。
同図（Ａ）は、信号波形圧縮回路１０６の入力電圧Ｖin対出力電圧Ｖout特性を示したグ
ラフであり、ダイオード１０８が有する非線形特性に応じて、所定レベルまでの入力電圧
に比例した出力電圧が得られるが、当該レベルを超える入力電圧に対して出力電圧は比例
値を下回る。この特性のために、入力信号の信号波形を圧縮した出力信号が得られる。
【００３６】
同図（Ｂ）は、入力信号に２種類の周波数のキャリア信号を重畳したマルチキャリア信号
を想定した場合の、入出力信号の電圧対時間波形の一例であり、入力信号を細線で表し、
出力信号を太線で表し、それぞれの包絡線を破線で表している。
同図（Ｃ）は、入力信号波形に対する出力信号波形の変形を周波数領域において説明する
ためのグラフであり、前記出力信号の周波数成分を表している。出力信号には、入力信号
に含まれる基本波ｆ1及びｆ2成分の他に、波形の歪みによる高調波２ｆ1、２ｆ2…成分が
含まれ、さらに基本波と高調波との干渉による相互変調歪み（２ｆ1－ｆ2）及び（２ｆ2

－ｆ1）成分が含まれる。
【００３７】
図４は、前記マルチキャリア信号を入力信号として想定した場合の、増幅部１００の各部
分における信号の周波数成分の大きさを表したグラフである。
信号（Ａ）は、増幅部１００への入力信号を示しており、基本波ｆ1及びｆ2成分が含まれ
る。信号（Ｂ）及び信号（Ｄ）は、方向性結合器１０１により分配されたそれぞれ主信号
及び副信号を示しており、基本波ｆ1及びｆ2成分が含まれる。信号波形圧縮回路１０６は
、上記説明したように、信号（Ｄ）に対し相互変調歪み（２ｆ1－ｆ2）及び（２ｆ2－ｆ1

）成分を付加した信号（Ｅ）を出力する。信号（Ｆ）は、信号（Ｅ）に対し位相及び振幅
を調整した後の信号を示しており、特に位相が信号（Ｅ）と異なることを逆方向のグラフ
を用いて示している。
【００３８】
方向性結合器１１６は、信号（Ｂ）及び信号（Ｅ）を加算して出力する。信号（Ｆ）及び
信号（Ｇ）は、それぞれ信号（Ｂ）及び信号（Ｅ）が被補償パワーアンプ１１７により増
幅出力された信号成分を示している。信号（Ｆ）には、被補償パワーアンプ１１７の非線
形性により相互変調歪み（２ｆ1－ｆ2）及び（２ｆ2－ｆ1）成分が混入する。この相互変
調歪み成分が、信号（Ｅ）の増幅出力信号（Ｇ）に含まれる相互変調歪み（２ｆ1－ｆ2）
及び（２ｆ2－ｆ1）成分と打ち消しあうように、可変位相器１１４の位相遅延量、及び可
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変減衰器１１５の減衰比を調整することにより、目的とする基本波ｆ1及びｆ2成分のみか
らなる増幅出力信号を得ることができる。なお、増幅出力信号中に高調波成分が残留する
場合には、基本波との離調が大きいのでフィルタを用いて容易に除去することができる。
【００３９】
なお、可変位相器１１４の位相遅延量、及び可変減衰器１１５の減衰比の調整については
、事前に、両者を変更しながら被補償パワーアンプ１１７からの増幅出力信号（Ｆ）＋（
Ｇ）と入力信号（Ａ）との差分（即ち、増幅された信号に含まれる歪み成分）を測定し、
当該差分を最小とする最適位相遅延量と最適減衰比とを発見して、前記位相遅延量と前記
減衰比とを、それぞれ当該最適位相遅延量と当該最適減衰比とに固定するものとする。
【００４０】
上述した構成において、特に、信号伝送路１０２は単なる導線又は導波路であり、具体的
には、ストリップライン、マイクロストリップライン、同軸ケーブル、及び導波管のうち
何れか一つ、若しくはこれらのうち複数を組み合わせて構成される。
また、方向性結合器１１６には、前記入力信号の２倍波の周波数帯域まで応答する周波数
特性を有するものを使用すればよい。
【００４１】
上述した構成によれば、増幅部１００は入力信号と補償信号との混合処理を方向性結合器
１１６によって行うため、当該混合処理において雑音が増幅されることがない。このため
、当該混合処理を例えば振幅変調器等の能動素子を用いて行う従来例に比べて、出力信号
中の雑音成分を小さく抑えることができると共に、大電力段へ適用する場合に通過させる
べき電力に相応な高価な部品を使う必要がなくなるので、コスト面で有利となる。
【００４２】
また、当該混合処理をトランスのようなリアクタンス性の素子を用いて行う場合に比べる
と、主信号経路における損失を小さくできる。さらに、信号伝送路１０２に、ストリップ
ライン、マイクロストリップライン、同軸ケーブル、導波管といった小さい損失と低い雑
音指数とを有する受動素子を用いることにより、主信号経路における損失及び雑音指数を
小さく抑えられる。
【００４３】
この主信号経路は特に、被補償パワーアンプに直列に前置されるものであるから、当該主
信号経路自体の損失及び雑音指数を低減することによって、前記被補償パワーアンプを含
めた増幅回路全体における雑音指数の低減に大きく寄与する。
このようにして、増幅部１００は、主信号経路の低雑音化、当該主信号経路を含む増幅部
１００全体の低雑音化、及び大電力段へ適用した場合の低コスト化を達成する。
【００４４】
なお、信号波形圧縮回路１０６は、入力信号の信号波形を圧縮することにより高調波を発
生するものであればよく、次のような信号波形圧縮回路を用いた場合も、本発明に含まれ
る。
図５（Ａ）及び（Ｂ）に、他の信号波形圧縮回路１５６、及び信号波形圧縮回路２０６の
構成例を示す。
【００４５】
同図（Ａ）の信号波形圧縮回路１５６は一般的な全波整流回路であり、前記入力信号の２
倍波を出力する。
同図（Ｂ）の信号波形圧縮回路２０６において、９０°ハイブリッド２０７は入力信号を
２分配する。分配された一方の信号は抵抗器２０８により非線形動作領域にバイアスされ
たダイオード２０９を通過することにより、主として偶数次高調波が混入される。他方は
抵抗器２１０及びダイオード２１１を介して接地されることにより、主として奇数次高調
波が混入される。９０°ハイブリッド２１２は、前記両信号を混合することにより、前記
入力信号の偶数次高調波及び奇数次高調波の双方を含む信号を出力する。この回路を用い
る場合には、方向性結合器１１６に、前記入力信号の３倍波の周波数帯域まで応答する周
波数特性を有するものを使用する。
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【００４６】
また、信号伝送路１０２に直列にアイソレータを挿入することにより、補償信号の補償信
号発生経路への帰還入力を阻止してもよい。この構成による増幅回路も、本発明に含まれ
る。当該アイソレータに、例えば０．数ｄＢ程度の低い順方向損失を有するものを利用す
ることにより、主信号経路における損失及び雑音指数の低減に一定の効果を保ちつつ、回
路の調整性を向上できる。
＜第２の実施の形態＞
第２の実施の形態における増幅回路は、第１の実施の形態における増幅回路１０に対し、
さらに歪み低減効果を向上するものである。増幅回路１０と同一の全体構成を有するが、
増幅部において、被補償パワーアンプの増幅出力信号に含まれる残留歪みレベルに応じて
、補償信号に与える位相遅延量と減衰比とを随時変更するための回路を備える点が異なる
。
【００４７】
図６は第２の実施の形態の増幅回路において、第１の実施の形態の増幅部１００に代えて
用いられる増幅部３００の構成を示すブロック図である。以下、第１の実施の形態におけ
る増幅部１００と同一の構成要素には同一の符号を付して説明を省略し、異なる構成要素
について主に説明する。
増幅部３００は、第１の実施の形態における増幅部１００に対し、さらに、被補償パワー
アンプ３１８、方向性結合器３１９、バンドパスフィルタ３２０、制御回路３２１を備え
、第１の実施の形態における可変位相器１１４及び可変減衰器１１５にそれぞれ代えて、
可変位相器３１４及び可変減衰器３１５を備える。
【００４８】
増幅部３００の構成要素のうち、方向性結合器１０１、信号伝送路１０２、及び方向性結
合器１１６を含む信号経路を主信号経路と呼び、ローパスフィルタ１０３からアンプ１１
２までを含む信号経路を補償信号発生経路と呼び、当該主信号経路が、方向性結合器１０
１、信号伝送路１０２、及び方向性結合器１１６以外の構成要素を含まない点は、第１の
実施の形態と同様である。
【００４９】
可変位相器３１４は、少なくとも第１の実施の形態で述べた最適位相遅延量を含む所定範
囲の位相遅延量を、制御回路３２１から与えられる位相制御信号３２４に応じて、アンプ
１１２からの出力信号に与える可変位相器である。
可変減衰器３１５は、少なくとも第１の実施の形態で述べた最適減衰比を含む所定範囲の
減衰比を、制御回路３２１から与えられる振幅制御信号３２５に応じて、前記出力信号に
与える可変減衰器である。
【００５０】
被補償パワーアンプ３１８は、方向性結合器１１６から出力された出力信号を増幅して出
力する。方向性結合器３１９は、被補償パワーアンプ３１８から出力された信号の一部を
抽出してバンドパスフィルタ３２０に供給し、残りを増幅信号として出力する。
バンドパスフィルタ３２０は、供給された信号に含まれる入力信号の高調波成分のみを通
過させ制御回路３２１へ出力する。歪みが完全に補償されている状態において、被補償パ
ワーアンプ３１８から出力される信号は、入力信号が変調信号であるために本来有してい
る高調波成分のみを含むが、補償誤差が増大するにつれ、歪みによる高調波成分が増大す
る。バンドパスフィルタ３２０は、その双方に起因する高調波成分を補償誤差信号として
、制御回路３２１へ出力する。
【００５１】
なお、第１の実施の形態と同様、事前に、前記位相制御信号及び前記振幅制御信号を変更
しながら、増幅信号と入力信号との差を測定することにより、両者の差を最小とする最適
位相制御信号及び最適振幅制御信号が予め発見されているものとする。例えば、両信号が
電圧信号であれば、両者に相当する電圧値がそれぞれ判明しているものとする。
【００５２】
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さらに、制御回路３２１が、最適位相制御信号及び最適振幅制御信号をそれぞれ可変位相
器３１４及び可変減衰器３１５に与えて制御している場合に得られる平均的な補償誤差信
号の大きさも、予め測定され判明しているものとする。
制御回路３２１は、前記最適位相制御信号、前記最適振幅制御信号、及び前記平均的な補
償誤差信号の大きさをそれぞれ示す、第１参照値、第２参照値、及び第３参照値を記憶し
ていて、前記最適位相制御信号及び前記最適振幅制御信号を初期値として出力する。
【００５３】
事前の測定では、当該第１参照値及び当該第２参照値によりそれぞれ示される位相制御信
号及び振幅制御信号によって、補償誤差信号が最小となったのであるが、補償誤差信号を
最小とする位相制御信号及び振幅制御信号は、温度変化、経時変化等のために変動する。
そこで制御回路３２１は、バンドパスフィルタ３２０から出力された補償誤差信号の大き
さが前記第３参照値を上回った場合、前記位相制御信号及び前記振幅制御信号をそれぞれ
前記第１参照値及び第２参照値から変更することにより、補償誤差信号が小さくなるよう
に、可変位相器３１４及び可変減衰器３１５を制御する。
【００５４】
具体的には、制御回路３２１は、ＤＳＰ(Digital Signal Processor)を用いて実現され、
前記ＤＳＰが内蔵するプログラムを実行することにより上述した制御を行うとしてもよい
。
図７に前記プログラムを表すフローチャートを示す。前記プログラムは、次のようなステ
ップを含む。
（ステップＳ０１）前記第１参照値により示される位相制御信号を可変位相器３１４に出
力し、前記第２参照値により示される振幅制御信号を可変減衰器３１５に出力する。
（ステップＳ０２）補償誤差信号の大きさが前記第３参照値を上回った否か判断し、上回
った場合、ステップＳ０３以降を実行する。
（ステップＳ０３）位相制御信号を所定微小量増加させる。
（ステップＳ０４）補償誤差信号が減少したか否か判断し、減少した場合はステップＳ０
５、増加した場合はステップＳ０６を実行する。
（ステップＳ０５）位相制御信号を補償誤差信号が第３参照値を下回るまで所定範囲内で
増加させる。
（ステップＳ０６）位相制御信号を補償誤差信号が第３参照値を下回るまで所定範囲内で
減少させる。
（ステップＳ０７）振幅制御信号を所定微小量増加させる。
（ステップＳ０８）補償誤差信号が減少したか否か判断し、減少した場合はステップＳ０
９、増加した場合はステップＳ１０を実行する。
（ステップＳ０９）振幅制御信号を補償誤差信号が第３参照値を下回るまで所定範囲内で
増加させる。
（ステップＳ１０）振幅制御信号を補償誤差信号が第３参照値を下回るまで所定範囲内で
減少させる。
（ステップＳ１１）ステップＳ０２以降を繰り返す。
【００５５】
上述した構成によれば、増幅部３００は、現に出力している位相制御信号及び振幅制御信
号による補償誤差が、温度変化、経時変化等によって増大した場合でも、補償誤差を減ら
すよう位相制御信号及び振幅制御信号を適応制御する。これにより、増幅部３００は、温
度変化、経時変化によらず、高い補償精度を維持し、歪み低減効果を持続する。
【００５６】
また、増幅部３００は、増幅部１００と同等の主信号経路を有し、増幅部１００と同等の
作用によって、歪補償回路自体の低雑音化、及び歪補償回路を含む増幅回路全体の低雑音
化、及び大電力段へ適用した場合の低コスト化を達成する。なお、増幅部３００において
も、増幅部１００と同様、信号波形圧縮回路を信号波形圧縮回路１０６に限定するもので
はない。例えば、信号波形圧縮回路１５６又は信号波形圧縮回路２０６を用いてもよい。
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また、信号伝送路１０２に直列にアイソレータを挿入してもよい。
【００５７】
また、増幅部３００は、大電力増幅器を補償する場合に従来よりも安価に適用できるので
、多段増幅システムにおいて大電力段を含む全ての段へ、本発明の増幅回路を、コスト面
で有利に組み込むことができる。
＜第３の実施の形態＞
第３の実施の形態における増幅システムは、第１又は第２の実施の形態で示した複数の増
幅回路のうち、一部を並列接続しかつ一部を縦続接続してなる増幅システムである。
【００５８】
図８は、そのような増幅システム５００の一構成例である。増幅システム５００において
、増幅回路５１０は、歪補償回路５０１と被補償パワーアンプ５０９とから構成される。
歪補償回路５０１は、前述したように、主信号経路と補償信号発生経路とからなる回路部
分であって、方向性結合器５０２、信号波形圧縮回路５０３、可変位相器５０４、可変減
衰器５０５、アンプ５０６、信号伝送路５０７、及び方向性結合器５０８を含む。
【００５９】
増幅回路５２０～５８０は、それぞれ増幅回路５１０と同様に構成される。
分配合成器５９１は、増幅回路５２０からの出力を増幅回路５３０及び５４０へ分配し、
分配合成器５９２は、増幅回路５３０及び５４０からの出力を合成する。分配合成器５９
３は、分配合成器５９２により合成された信号を増幅回路５５０乃至５８０へ分配し、分
配合成器５９４は、増幅回路５５０乃至５８０からの出力を合成する。
【００６０】
増幅システム５００は縦続接続された４つの増幅段を有し、第１段は増幅回路５１０によ
り信号を増幅し、第２段は増幅回路５２０により信号を増幅し、第３段は並列接続された
増幅回路５３０及び５４０により信号を増幅し、最終段は並列接続された増幅回路５５０
乃至５８０により信号を増幅する。
増幅システム５００は、一例として０ｄＢｍの入力信号を、第１段において＋１０ｄＢｍ
、第２段において＋１７ｄＢｍ、第３段において＋２７ｄＢｍ、最終段において＋３７ｄ
Ｂｍに増幅する。
【００６１】
増幅システム５００における各段の歪補償回路は、前段からの信号に対して補償信号を注
入することとなる。このため、例えば主信号経路に非線形素子（例えばダイオード）を直
列に挿入して補償信号成分を発生させる他の歪補償回路では、当該非線形素子の最大定格
電力に応じて適合し得る段が制限される。
この回路構成と対比して、本発明の歪補償回路は、補償信号発生経路において補償信号を
発生して方向性結合器によって主信号と混合するものであって、主信号経路に補償信号発
生用の非線形素子を持たないため、大電力段への適合性に優れている。
【００６２】
また、所定の中間段において、当該段から最終段までに配置される複数の被補償パワーア
ンプから発生する直線増幅歪みを総合して補償する他の回路構成では、補償すべき直線増
幅歪みが多次項を含む複雑な関数となるため、高精度に、かつ安定して歪み補償すること
が困難となる。
この回路構成と対比して、本発明の増幅システムは、大電力段への優れた適合性を有する
歪補償回路を、大電力段を含む個々の被補償パワーアンプに前置して構成され、それぞれ
の歪補償回路が備える可変位相器及び可変減衰器を適切に調整して個々の被補償パワーア
ンプが有する直線増幅歪みを精度よく除去するため、補償精度と安定性の面で優れている
。
【００６３】
もちろん、それぞれの増幅回路が大電力段へも低コストで適用でき、かつ全ての増幅段に
おいて損失及び雑音指数を小さく抑えられる効果があることは、第１及び第２の実施の形
態で述べたとおりである。
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【００６４】
【発明の効果】
本発明の増幅回路は、入力信号に対して第１位相制御信号により示される量の位相遅延と
、第１振幅制御信号により示される比の減衰とを与えることにより調整信号を生成する第
１調整器と、前記第１調整器によって生成された調整信号に対して、増幅された場合に生
じる非線形歪み成分を低減するための所定の補償信号を加えることにより歪み信号を生成
する歪補償回路と、前記歪み信号を増幅して増幅出力信号を出力する被補償増幅器と、前
記入力信号と前記増幅出力信号とを比較して両者の位相差及び振幅比を検出する比較回路
と、前記第１位相制御信号及び前記第１振幅制御信号を、前記検出された位相差及び振幅
比がそれぞれ所定値に維持されるように変化させて前記第１調整器へ出力する調整回路と
を備える。
【００６５】
この構成によれば、前記被補償増幅器における入出力信号間の位相遅延量が増加又は減少
した場合、前記第１調整器が入力信号に対して与える位相遅延量をそれぞれ減少又は増加
させることにより、本増幅回路全体における入出力信号間の位相遅延量が一定量に維持さ
れる。
また、前記被補償増幅器における入出力信号間の利得が増加又は減少した場合、前記第１
調整器が入力信号に対して与える減衰比をそれぞれ増加又は減少させることにより、本増
幅回路全体における入出力信号間の利得が一定量に維持される。
【００６６】
これにより、本増幅回路全体での位相遅延量及び利得は、信号周波数に依らず一定量に維
持される。具体例に、本増幅回路をアダプティブアレイ装置に適用した場合には指向性パ
ターンの形成精度を向上し、また、多値デジタル変調を使った広帯域、高速伝送のシステ
ムに適用した場合には変調精度の劣化を抑制して通信品質を向上する。
【００６７】
また、前記増幅回路において、前記歪補償回路は、前記調整信号を主信号と副信号とに分
配する第１分配合成器と、前記副信号を圧縮する信号波形圧縮回路と、前記圧縮された信
号の位相及び振幅をそれぞれ変更する第２調整器と、前記位相と振幅とが変更された信号
を増幅して補償信号を生成する増幅器と、前記主信号に前記補償信号を加えることにより
前記歪み信号を生成する第２分配合成器とを備え、前記第１分配合成器及び第２分配合成
器は何れも受動素子であり、前記生成された補償信号は前記補償信号生成回路へ帰還入力
されていないとしてもよい。
【００６８】
この構成によれば、本増幅回路は前記主信号と前記補償信号との混合処理を受動素子によ
って行うため、当該混合処理において雑音が増幅されることがない。このため、当該混合
処理を例えば振幅変調器等の能動素子を用いて行う従来例に比べて、前記歪み信号中の雑
音成分を小さく抑えることができる。
特に多段増幅システムにおける大電力段へ適用する場合には、通過させるべき電力に相応
な高価な能動素子を使う必要がなくなるので、従来に比べて低コスト化が達成される。ま
た、主信号経路に直列に挿入された非線形素子により補償信号を発生させる他の回路構成
に比べて大電力段への優れた適合性を有する。
【００６９】
また、当該混合処理をトランスのようなリアクタンス性の素子を用いて行う場合に比べて
回路の損失を小さくできる。さらに、前記第１分配合成器と前記第２分配合成器とを、例
えばストリップライン、マイクロストリップライン、同軸ケーブル、導波管のような、小
さい損失と低い雑音指数とを有する受動素子を用いて直結すれば、本増幅回路の損失及び
雑音指数を小さく抑えられる。
【００７０】
この種の歪補償回路は特に、被補償増幅器に直列に前置されるものであるから、歪補償回
路自体の損失及び雑音指数を低減することによって、前記歪補償回路と前記被補償増幅器
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とが直列に接続されてなる本増幅回路全体における雑音指数の低減に大きく寄与する。
このようにして、本増幅回路は、低雑音化及び大電力段へ適用した場合の低コスト化を達
成する。
【００７１】
また、前記増幅回路において、前記第１及び第２分配合成器は何れも方向性結合器であり
、前記第２分配合成器は、前記第２分配合成器における前記主信号の入力端へ前記補償信
号を伝送せず、前記第１分配合成器は、前記第１分配合成器における前記主信号の出力端
に加えられた信号を前記副信号の出力端へ伝送しないとしてもよい。
【００７２】
また、前記増幅回路において、前記歪補償回路は、さらに、前記主信号を一方向にのみ伝
送するアイソレータを備え、前記第２分配合成器は、前記アイソレータにより伝送された
後の主信号に前記補償信号を加えることにより前記第２信号を生成してもよい。
これらの何れの構成によっても、前記増幅回路と同様の効果が実現される。
【００７３】
また、前記増幅回路において、前記歪補償回路は、さらに、前記被補償増幅器からの出力
信号の一部を帰還信号として取り出す第３分配合成器と、前記帰還信号に含まれる前記第
１信号の高調波成分のみを通過させ、補償誤差信号として出力するバンドパスフィルタと
、前記補償誤差信号の大きさに応じて第２位相制御信号及び第２振幅制御信号を生成する
制御回路とを備え、前記第２調整器は、前記第２位相制御信号及び前記第２振幅制御信号
に応じてそれぞれ位相及び振幅を変更し、前記制御回路は、前記補償誤差信号を減少させ
るように、前記第２位相制御信号及び前記第２振幅制御信号を変化させてもよい。
【００７４】
この構成によれば、本増幅回路の低雑音化が達成されることに加えて、本増幅回路は、前
記補償誤差信号が増大した場合でも、前記補償誤差信号を減らすよう前記位相制御信号及
び前記振幅制御信号を適応制御するため、温度変化、経時変化等によらず、高い補償精度
が持続される。
また、前記増幅回路において、前記第２方向性結合器は、前記入力信号の基本波、２倍波
及び３倍波の何れかの周波数を上限とする応答周波数帯域を有するとしてもよい。
【００７５】
また、前記増幅回路において、前記第２方向性結合器、及び第３方向性結合器は、前記入
力信号の基本波、２倍波及び３倍波の何れかの周波数を上限とする応答周波数帯域を有す
るとしてもよい。
これらの構成によれば、本増幅回路の低雑音化が達成されることに加えて、本増幅回路は
、前記入力信号の３倍波までに応答する狭帯域で安価な受動素子を用いて歪み補償を行う
ため、所定の歪み補償精度と装置のコスト低減とを同時に実現する。
【００７６】
本発明の増幅システムは、前記何れかの増幅回路が複数個、縦続接続され、又は並列接続
され、若しくは一部が並列接続されかつ一部が縦続接続されてなる。この構成によれば、
上述した効果を有する増幅回路を、大電力段を含む個々の段に配置し、個々の増幅回路毎
に入力信号の位相及び振幅をそれぞれ適切に調整することにより個々の被補償増幅器が有
する非線形歪みを精度よく除去できるから、補償精度と安定性に優れた増幅システムが実
現される。
【００７７】
この構成においても、それぞれの増幅回路が、大電力段へ低コストで適用でき、かつ全て
の増幅段において損失及び雑音指数を小さく抑えられる効果があることは上述したとおり
である。
【図面の簡単な説明】
【図１】第１の実施の形態における増幅回路の全体構成を示すブロック図である。
【図２】第１の実施の形態における増幅部の構成を示すブロック図である。
【図３】信号波形圧縮回路１０６の動作を説明するための図である。
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（Ａ）ダイオード１０８が有する非線形特性である。
（Ｂ）マルチキャリア信号を想定した入出力信号の信号波形である。
（Ｃ）出力信号の周波数スペクトルである。
【図４】歪補償回路の各部分における信号スペクトルである。
【図５】他の信号波形圧縮回路の例である。
【図６】第２の実施の形態における増幅部の構成を示すブロック図である。
【図７】第２の実施の形態における増幅部の制御方法を示すフローチャートである。
【図８】第３の実施の形態における増幅システムの全体構成を示すブロック図である。
【図９】従来の歪補償型増幅回路の一例である。
【符号の説明】
１０　　増幅回路
１２　　方向性結合器
１３　　可変位相器
１４　　可変減衰器
１６　　方向性結合器
１７　　比較回路
１８　　調整回路
１００　　増幅部
１０１　　方向性結合器
１０２　　信号伝送路
１０３　　ローパスフィルタ
１０４　　アンプ
１０５　　ローパスフィルタ
１０６　　信号波形圧縮回路
１０７　　抵抗器
１０８　　ダイオード
１１２　　アンプ
１１４　　可変位相器
１１５　　可変減衰器
１１６　　方向性結合器
１１７　　被補償パワーアンプ
１５６　　信号波形圧縮回路
１７３　　位相差信号
１７４　　振幅比信号
１８３　　位相制御信号
１８４　　振幅制御信号
２０６　　信号波形圧縮回路
２０７　　９０°ハイブリッド
２０８　　抵抗器
２０９　　ダイオード
２１０　　抵抗器
２１１　　ダイオード
２１２　　９０°ハイブリッド
３００　　歪補償回路
３１４　　可変位相器
３１５　　可変減衰器
３１８　　被補償パワーアンプ
３１９　　方向性結合器
３２０　　バンドパスフィルタ
３２１　　制御回路
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５００　　増幅システム
５０１　　歪補償回路
５０２　　方向性結合器
５０３　　信号波形圧縮回路
５０４　　可変位相器
５０５　　可変減衰器
５０６　　アンプ
５０７　　信号伝送路
５０８　　方向性結合器
５０９　　被補償パワーアンプ
５１０～５８０　増幅回路
５９１～５９４　分配合成器
８００　　増幅回路
８０１　　入力端子
８０２　　分配器
８０３　　偶数乗積生成器
８０４　　ハイパスフィルタ
８０５　　可変減衰器
８０６　　振幅変調器
８０７　　ローパスフィルタ
８０８　　被補償パワーアンプ

【図１】 【図２】
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